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平平平平成成成成 11112222年年年年 11112222月月月月期期期期　　　　　　　　　　　　    個個個個別別別別中中中中間間間間財財財財務務務務諸諸諸諸表表表表のののの概概概概要要要要    　　平成 12 年 8 月 22 日
上場会社名 北海道コカ・コーラボトリング株式会社 上場取引所 東証第２部・札証
コード番号 2573 本社所在都道府県 北海道
問 合 せ 先     責任者役職名 取締役経理部長

氏　　　　名 天　辰　定　文 TEL 011-888-2051
決算取締役会開催日 平成 12 年 8 月 22 日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日 平成 12 年 9 月 8 日
　

１．12 年 12 月中間期の業績（平成 12 年 1 月 1 日～平成 12 年 6 月 30 日）

(1)経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   （百万円未満切捨表示）
売 上 高  営業利益  経常利益

   百万円 ％    百万円 ％    百万円 ％
12 年 ６月中間期 ３４,６２１ （ △ ２.４） １,２２２ （△５８.９） １,３３９ （ △５７.０）
11 年 ６月中間期 ３５,４８０ （　  ０.１） ２,９７３ （  ２８.５） ３,１１８ （   ３２.０）
 11 年 12 月期 ７６,６７４ （ 　 ２.５） ５,９５４ （  　９.１） ６,１４３ （   １０.５）

１株当たり中間
 中間(当期)純利益

(当期)純利益
会計処理基準

   百万円 ％ 円 銭
12 年 ６月中間期 ５３６ （△６９.３） １３ ５８ 新中間財務諸表作成基準
11 年 ６月中間期 １,７５０ （　２８.９） ４４ ２９ 中間財務諸表作成基準           
 11 年 12 月期 ３,０４０ （  　８.０） ７６ ９４
（注）①期中平均株式数12年６月中間期　39,520,493 株　 11年６月中間期39,520,493株 　11年12月期　39,520,493株
　　　②会計処理の方法の変更　　無
　　　③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率
　　　④12 年６月中間期につきましては、税効果会計を適用しております。
　　　⑤平成 11 年３月 30 日大蔵省令第 23 号附則第２項ただし書により、当中間会計期間から新中間財務

諸表等規則の規定を適用しております。

(2)配当状況
１株当たり １株当たり （注）12 年６月中間期配当金の内訳
中間配当金 年間配当金 特別配当　１円５０銭
円 銭 円 銭

12 年 ６月中間期 ９ ００ － －
11 年 ６月中間期 ７ ５０ － －
 11 年 12 月期 － － １８ ００

(3)財政状態
 総 資 産  株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

   百万円    百万円 ％ 円 銭
12 年 ６月中間期 ５２,７２５ ４４,９６０ ８５.３ １,１３７ ６６
11 年 ６月中間期 ５２,１９２ ４３,６６０ ８３.７ １,１０４ ７６
 11 年 12 月期 ５３,０１３ ４４,６５４ ８４.２ １,１２９ ９１
（注）期末発行済株式数12年６月中間期39,520,493 株　 11年６月中間期　39,520,493株 　11年12月期　39,520,493株

２．12 年 12 月期の業績予想（平成 12 年 1 月 1 日～平成 12 年 12 月 31 日）
1 株当たり年間配当金

売上高 経常利益 当期純利益
期　　末

   百万円    百万円    百万円 円 銭 円 　銭
通　　　　期 ７６,０００ ４,２００ １,８００ ９ ００ １８ ００

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）　４５円　５５銭
　　　　営業利益（通期）　　　　　　　　　４,０５０百万円
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   個 別 財 務 諸 表 等

（（（（1））））中中中中間間間間貸貸貸貸借借借借対対対対照照照照表表表表
（百万円未満切捨）

当中間会計期間末
(Ａ)

前中間会計期間末
(Ｂ)

比較増減 前事業年度末

(平成 12年６月 30日現在) (平成 11年６月 30日現在) (Ａ)－(Ｂ) (平成 11年 12月 31日現在)

期　　別
 科　　目

金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 金　 額 金   額 構 成 比

（ 資 産 の 部 ）
％ ％ ％

流 動 資 産 25,996 49.3 25,573 49.0 423 26,755 50.5

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

有 価 証 券

た な 卸 資 産

繰 延 税 金 資 産

その他の流動資産

貸 倒 引 当 金

13,650

5,109

1,300

4,479

50

1,433

△    26

15,297

4,913

－

3,996

－

1,403

△    37

△1,646

196

1,300

483

50

29

10

15,581

4,979

1,300

4,020

－

926

△    52

固 定 資 産 26,728 50.7 26,619 51.0  109 26,257 49.5

有 形 固 定 資 産 22,597 42.9 22,644 43.4 △△△△  47 22,169 41.8

建 物

機 械 及 び 装 置

販 売 機 器

土 地

その他の有形固定資産

6,321

1,884

6,578

6,928

884

6,682

2,136

5,629

6,904

1,292

△  361

△  252

948

24

△　407

6,526

1,959

5,885

6,916

881

無 形 固 定 資 産 885 1.7 42 0.1 843 41 0.1

ソ フ ト ウ エ ア

その他の無形固定資産

844

41

－

42

844

△　  0

－

41

投資その他の資産 3,245 6.1 3,932 7.5 △△△△ 686 4,046  7.6

繰 延 税 金 資 産

投 資 そ の 他

貸 倒 引 当 金

109

3,221

△    85

－

4,005

△    73

109

△  783

△   12

－

4,121

△    74

資 産 の 部 合 計 52,725 100.0 52,192 100.0 532 53,013 100.0
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（百万円未満切捨）
当中間開会期間末

(Ａ)
前中間会計期間末

(Ｂ)
比較増減 前事業年度末

(平成 12年６月 30日現在) (平成 11年６月30日現在) (Ａ)－(Ｂ) (平成 11年 12月 31日現在)

期　　別
 科　　目

金   額 構 成 比 金   額 構 成 比 金　 額 金   額 構 成 比

（ 負 債 の 部 ）
％ ％ ％

流 動 負 債 7,762 14.7 8,530 16.3 △△△△ 767 8,356 15.8

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

預 り 容 器 保 証 金

設 備 未 払 金

その他の流動負債

4,154

1,019

410

180

377

580

1,040

3,788

868

1,446

233

521

610

1,060

366

150

△1,035

△   53

△  144

△   30

△   20

3,678

1,140

1,312

352

457

464

951

固 定 負 債 1 0.0 1 0.0 －－－－ 1 0.0

長 期 預 り 保 証 金 1 1 － 1

負 債 の 部 合 計 7,764 14.7 8,531 16.3 △△△△ 767 8,358 15.8

（ 資 本 の 部 ）

資 本 金 2,935 5.6 2,935 5.6 －－－－ 2,935 5.5

資 本 準 備 金 4,924 9.3 4,924 9.4 －－－－ 4,924 9.3

利 益 準 備 金 733 1.4 733 1.4 －－－－ 733 1.4

そ の 他 の 剰 余 金 36,367 69.0 35,067 67.3 1,299 36,061 68.0

任 意 積 立 金

中間(当期)未処分利益

34,607

1,760

32,458

2,608

2,148

△　848

32,458

3,602

資 本 の 部 合 計 44,960 85.3 43,660 83.7 1,299 44,654 84.2

負債・資本の部合計 52,725 100.0 52,192 100.0 532 53,013 100.0



－ 21 －

（（（（2））））中中中中間間間間損損損損益益益益計計計計算算算算書書書書
（百万円未満切捨）

当中間会計期間
(Ａ)

前中間会計期間
(Ｂ)

比  較  増  減 前事業年度

自平成  12年  1月 1日 自平成  11年  1月 1日 (Ａ)－(Ｂ) 自成  11年  1 月  1日

期　　別
 科　　目

（
至平成 12年 ６月30日

)（
至平成 11年 ６月30日

)
金   額 増 減 率

（
至 成 11年 12月31日

)

％

売売売売 上上上上 高高高高 34,621 35,480 △△△△  858 △△△△   2.4 76,674

売 上 原 価 19,566 19,511 54 0.3 42,626

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益 15,055 15,968 △△△△  913 △△△△   5.7 34,048

販売費及び一般管理費 13,832 12,994 838 6.5 28,093

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益 1,222 2,973 △△△△ 1,751 △△△△  58.9 5,954

営 業 外 収 益 212 228 △　　16 △　 7.0 398

営 業 外 費 用 95 83 11 14.2 209

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益 1,339 3,118 △△△△ 1,779 △△△△  57.0 6,143

特 別 利 益 － 89 △　　89 － 119

特 別 損 失 327 27 300 － 522

税引前（当期）純利益 1,012 3,180 △△△△ 2,168 △△△△  68.2 5,740

法人税、住民税及び事業税 380 1,430 △ 1,050 △  73.4 2,700

法 人 税 等 調 整 額 95 － 95 － －

中中中中 間間間間 （（（（ 当当当当 期期期期 ）））） 純純純純 利利利利 益益益益 536 1,750 △△△△ 1,213 △△△△  69.3 3,040

前 期 繰 越 利 益 941 858 83 9.7 858

過 年 度 税 効 果 調 整 額 255 － 255 － －
税効果会計適用に伴う
固定資産圧縮積立金取崩高

26 － 26 － －

中 間 配 当 額 － － － － 296
中 間 配 当 に 伴 う
利 益 準 備 金 積 立 額

－ － － － －

中中中中間間間間（（（（当当当当期期期期））））未未未未処処処処分分分分利利利利益益益益 1,760 2,608 △△△△  848 △△△△  32.5 3,602
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（（（（3））））中中中中間間間間財財財財務務務務諸諸諸諸表表表表作作作作成成成成のののの基基基基本本本本ととととななななるるるる重重重重要要要要なななな事事事事項項項項

１．たな卸資産の評価基準及び評価方法

　　　総平均法による原価法

２．有価証券の評価基準及び評価方法

　  (1)取引所の相場のある有価証券

　　　 移動平均法による原価法

　  (2)その他の有価証券

  　   移動平均法による原価法

　３．固定資産の減価償却方法
(1)有形固定資産 ･･････ 法人税法の規定による定率法

ただし、平成 10 年 4 月 1 日以降に取得した建物（建物附属設

備を除く。）については定額法。

なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満の資産については、

３年間で均等償却する方法を採用しております。
(2)無形固定資産 ･･････ 法人税法の規定による定額法

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額法を採用しております。

　４．貸倒引当金の計上基準

売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、法人税法の規定に基づく繰入限度相当額
のほか、債権の回収可能性を個別に検討して計上しております。

５．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

６．その他中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　  (1)当社の退職金は全て厚生年金基金制度を採用しております。

過去勤務費用につき、平成 11 年 3 月 31 日を基準に財政再計算を行った結果、過去勤務
費用が 1,277 百万円となりました。当該過去勤務費用については、平成 11 年４月１日より
２年間で特別掛金を拠出することとし、当中間会計期間拠出額 320 百万円を特別損失に計
上しております。

  　(2)消費税等の会計処理については税抜方式によっております。
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＜＜＜＜追追追追　　　　加加加加　　　　情情情情　　　　報報報報＞＞＞＞
（ソフトウエア）

前事業年度まで投資その他の資産の「長期前払費用」に計上しておりました自社利用のソフ

トウエアについては、「研究開発費及びソフトウエアの会計処理に関する実務指針」（日本公

認会計士協会会計制度委員会報告第 12 号　平成 11 年３月 31 日）における経過措置の適用によ

り、従来の会計処理方法を継続して採用しております。

ただし、同報告により上記に係るソフトウエアの表示については、投資その他の資産の「長

期前払費用」（前事業年度 833 百万円）から無形固定資産の「ソフトウエア」に変更し、減価

償却の方法については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法によっております。

（税効果会計      ）

　当中間会計期間より、法人税、住民税及び事業税については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する省令｣（平成 10 年大蔵省令第 173 号）の附則第 4

項ただし書の規定に基づき、会計上の利益と税金費用との対応関係をより適正に表示するため

に税効果会計を適用しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、繰延税金資産 159 百万円（流動資産 50 百

万円、投資その他の資産 109 百万円）が新たに計上されるとともに、中間純利益は 95 百万円少

なく、中間未処分利益は 186 百万円多く計上されております。

注注注注　　　　記記記記　　　　事事事事　　　　項項項項

（中間貸借対照表関係）
当中間会計期間末 前中間会計期間末 前事業年度末

１．有形固定資産の減価償却累計額 36,378 百万円 34,253 百万円 35,364 百万円
２．その他の流動資産に含まれている自己株式

株　　式
金　　額

91 株
0 百万円

504 株
0 百万円

725 株
1 百万円

（中間損益計算書関係）
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

１．営業外収益の主要項目
受 取 利 息 及 び 配 当 金 60 百万円 73 百万円 99 百万円

２．特別利益の主要項目
税 務 修 正 益 - 百万円 89 百万円 66 百万円

３．特別損失の主要項目
固 定 資 産 除 却 損
　建 物
　機 械 及 び 装 置
　そ の 他
投 資 有 価 証 券 評 価 損
厚生年金基金特別掛金

4百万円
- 百万円
2 百万円
1百万円

320 百万円

19 百万円
0 百万円
4百万円
2百万円

　 - 百万円

62 百万円
- 百万円
9 百万円
3百万円

447 百万円

４．減価償却実施額
　有 形 固 定 資 産
　無 形 固 定 資 産

1,566 百万円
123 百万円

1,558 百万円
0 百万円

3,431 百万円
0 百万円

（リース取引関係）
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(1) 所有権移転外ファイナンス・リース取引（借手側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末(期末)残高相当額

当中間会計期間
（平成12年６月３０日現在）

前中間会計期間
（平成11年６月３０日現在）

前事業年度
（平成11年12月31日現在）

取得価額

相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中間期末
残　　高
相 当 額

取得価額

相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

中間期末
残　　高
相 当 額

取得価額

相 当 額    

減価償却
累 計 額    
相 当 額    

期末残高

相 当 額    
百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円 百万円

車輌及び運搬具 1.763 780 983 1,383 495 887 1,493 638 854

工具器具及び備品 1,417 933 484 1,508 844 663 1,713 1,020 693

販 売 機 器 206 149 57 299 186 112 298 216 82

合 計 3,388 1,862 1,525 3,191 1,527 1,664 3,505 1,875 1,630

（注）取得価額相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資産の中間期末(期末)残高等
に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

② 未経過リース料中間期末(期末)残高相当額
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

一 年 以 内
一 年 超

540 百万円
985 百万円

554 百万円
1,109 百万円

357 百万円
1,273 百万円

合 　 　 　 計 1,525 百万円 1,664 百万円 1,630 百万円
（注）未経過リース料中間期末(期末)残高相当額は、未経過リース料中間期末(期末)残高が有形固定資
産の中間期末(期末)残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

③ 支払リース料及び減価償却費相当額
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

支 払 リ ー ス 料
減価償却費相当額

318 百万円
318 百万円

300 百万円
300 百万円

608 百万円
608 百万円

④減価償却費相当額の算定方法

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

 (2) オペレーティング・リース取引（借手側）

　　　未経過リース料
当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

一 年 以 内
一 年 超

127 百万円
 － 百万円

147 百万円
 2 百万円

91 百万円
0 百万円

合 計 127 百万円 149 百万円 91 百万円
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１株当たり配当金の内訳

当中間会計期間
（中間配当）

前中間会計期間
（中間配当）

前事業年度
（年間配当）

普通株式
（内訳）
普通配当
特別配当

円
９

７
１

銭
００

５０
５０

円
        ７

７
－

銭
５０

５０
－

円
１８

１５
３

銭
００

　
００
００

（参考資料）

 売 上 高 内 訳 表
（百万円未満切捨）

当中間会計期間 前中間会計期間 前事業年度

自 平成12年１月１日
自 平成11年１月１

日
自 平成11年１月１日

（
至 平成12年６月30日

）（ 至 平成11年６月30
日

） 増　　　減 （
至 平成11年12月31日

）
期  別

区  分

金　　額 構成比率 金　　額 構成比率 金　額 増減率 金　　額 構成比率

炭 酸 飲 料 8,917
％

25.8 9,151
％

25.8 △ 233
％

△  2.6 19,923
％
26.0

非 炭 酸 飲 料 25,205 72.8 25,628 72.2 △ 423 △  1.7 55,400 72.2
そ の 他 498 1.4 700 2.0 △ 201 △ 28.8 1,351 1.8
合 計 34,621 100.0 35,480 100.0 △ 858 △  2.4 76,674 100.0
（注）受注生産は行っておりません。


